＜別紙4－1＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2026）

令和８年度 福祉サービス第三者評価機関の認証申請書類内容確認表（更新）
	№
	添 付 書 類
	内　　　容
	確認
　✔

	１
	法人の定款、寄付行為等
	・定款又は寄附行為
・定款に、「福祉サービス第三者評価」事業が規定されていること
○認証要綱第5条（1）
	


	２
	法人の登記簿謄本
	・申請前３ヶ月以内に取得した登記簿全部事項証明書（原本）
・目的に「福祉サービス第三者評価」事業が登記されていること
	

	3
	評価機関としての組織図及び役員・職員名簿
	・全体組織図の中に第三者評価事業部門を位置づけ、評価決定委員会、苦情窓口についても表示すること
※福祉サービス第三者評価機関認証要綱第5条(2)の要件を満たさない（(17)カに該当する）役員を含む申請はできません。
〇認証要綱第5条（4）（8）（15）コ
	

	4
	評価調査者名簿及び承諾書（契約書）等
	＜別紙2＞の様式を用いること
	

	
	
	評価調査者名簿
・推進機構登録番号、資格要件・研修受講・更新状況について確認すること
・承諾書または契約書（写し）、評価調査者全員の契約等が締結されていることを証明できるもの
〇認証要綱第5条（6）
	

	5

	評価決定委員会の委員名簿及び各委員の就任承諾書
	・評価決定委員会委員の名簿及び全員の就任承諾書（写し）
	

	
	
	・名簿には委員の主たる職業・略歴欄を設け、記載すること
	

	
	
	・評価委員の選任にあたっては福祉サービス第三者評価機関認証実施要領（以下「実施要領」という。）第1条を遵守すること
〇認証要綱第5条（8）
	

	
	所属長の就任承諾書
	・委員が、団体等の職員である場合は、その所属長の就任承諾書（写し）
	

	6
	評価決定委員会設置規程
	・評価委員会設置規程には、以下の内容を含めること
	

	
	
	① 委員の選任（委嘱）方法・任期・再任について
	

	
	
	② 委員会定数・構成・成立について
	

	
	
	③ 正副委員長の選出・権限等について
	

	
	
	④ 実施要領第1条に規定する要件等について
	

	
	
	⑤ その他必要な事項
	

	7
	第三者評価実施要領
	・実施要領には、以下の内容を具体的に定めること
	

	
	
	1 評価調査実施内容の事前説明について
	

	
	
	2 自己評価の実施方法について
	

	
	
	3 訪問調査の実施方法について
	

	
	
	4 利用者調査の実施方法について
	

	
	
	5 評価結果の独自公表体制について
	

	
	
	6 所属評価調査者の独自公表体制について
	

	
	
	〇認証要綱第5条（9）～（14）（17）・実施要領・公表要綱第3条第2項
	

	8
	
受審事業者との間で締結する契約書の様式
	・契約書には、以下の内容を含めること
	

	
	
	1  第三者評価の契約期間及び業務完了の時期について
	

	
	
	②　評価調査手法及び手順について
	

	
	
	③　担当する評価調査者及び評価決定委員会について
	

	
	
	④　契約金額及び契約金の支払方法について
	

	
	
	⑤　評価機関及び評価調査者の義務及び禁止行為について
	

	
	
	⑥　推進機構への評価結果報告及び評価結果の公表について
	

	
	
	⑦　守秘義務及び情報管理について
	

	
	
	⑧　契約内容の変更及び契約の解除について
	

	
	
	⑨　評価活動に伴う損害賠償について
	

	
	
	⑩　苦情対応について
	

	
	
	⑪　添付文書（第三者評価実施要領等）の有無
	

	
	
	⑫　その他必要な事項
	

	
	
	〇認証要綱第5条（15）
	

	9
	苦情相談窓口
	＜別紙5＞の様式を用いること
	

	
	
	・苦情相談窓口における担当者と責任者は別に定めること
〇認証要綱第5条（15）コ
	

	10
	個人情報保護規程
	・個人情報保護規程には、以下の内容を含めること
	

	
	
	①　個人情報の取扱制限及び情報収集の制限について
	

	
	
	②　情報の利用及び提供の制限について
	

	
	
	③　情報の目的外使用の禁止について
	

	
	
	④　情報の安全性及び正確性の確保について
	

	
	
	⑤　職員の責務について
	

	
	
	⑥　自己情報の開示及び開示請求に対する決定等について
	

	
	
	⑦　自己情報の訂正について
	

	
	
	⑧　苦情申出に対する対応について
	

	
	
	⑨　その他必要な事項
	

	11
	守秘義務を含む倫理規程
	・倫理規程には、以下の内容を含めること
	

	
	
	①　評価機関及び評価調査者の守秘義務について
	

	
	
	②　情報の持ち出し禁止及び管理義務について
	

	
	
	③　サービス利用者及びその家族の人権の尊重について
	

	
	
	④　利用者及びその家族に調査協力の強要の禁止について
	

	
	
	⑤　調査の際、虐待等の事実を確認したときの通報義務について
	

	
	
	6  公平・公正性の確保について
	

	
	
	7 　その他必要な事項
	

	12
	その他必要な書類
	・県内事務所が賃貸である場合は、その契約書の写し
	



該当するものに☑を入れて下さい。


以上の内容はすべて規定済みであり、かつ最新の書類を推進機構に届出済みです。
　　

以上の内容に変更が生じていますので、評価機関認証要綱 第10条（※）の規定によりこの度、届け出ます。


　　変更書類No.　　　　・　　　　　・　　　　　　・　　　　　　・　　　　　　　　　　　　　
評価機関の認証申請書類に変更が生じたときは適宜、「福祉サービス第三者評価機関変更届出（申請）書」（様式５）を提出して下さい。


※（変更の届出）
第１０条　認証を受けた評価機関は、評価機関認証申請書の記載事項及び申請書に添付した書類の内容に変更が生じた場合は、変更の事由が発生した日から３０日以内に、「福祉サービス第三者評価機関変更届出（申請）書」（様式５）に必要書類を添付し、変更の届け出、又は変更の申請を行うものとする。









以上について証します。
記入日：　　　　年　　　　　月　　　　日
評価機関名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
確認者：　　　　　　　　　　　　　　　　
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